
入札ぬ告（せほ工事）

次のとおり一般競争入札に付します。

平成27年５月21日

独立行敦法人国立高等専Ｍ学校機構，

神縄工業高等専門学校

契め祖当役　事務部長　仲ｔ　善．

１　工事概要

（1）　:］二事ネ

（２）　工事揚所

（３）　工事内容
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沖縄高専体育おJal上防水ａ修工市

沖縄県あ護市ＪＦ古905番ｔ

本工事は、ぼ存体育館の屋上防水改ｲぼ（ＲＣま地上２階建、延べ

ぼ積約2,707 nf、改修延べ面積1,152 j）の施工を行うものであ

る。

工　　期　　平成27年9j30日まで

本工事においては、資料のきｍ、入札等を電子入札システムにより行う。な

お、４子入札システムにより難いものは、契め祖回役の承諾を４て紙人札方式

に代えることができる。

２　競争参加資格

（１）　まを行改法人ｍ立高等専P9学校Ｒ構契お事務れ扱規ｍ第４条及び第５条の規定に

該肖しない者であること。

（２）　ま二部科学省における防水工事に係るＢ等級又はＣ等級の一般競争参加資格の

Ｗ定を受けていること（会社更ｔま（平成１４年　ま律第１５４そ）にあづきII

生手続開めの申をてがなされている者又は民事再生ま（平成１１年　法律第２２

５号）にぷづき再圭手続開始の申にてがなされている者については、手続開始の

決定後に一般競争参加資格の再お定を受けていること.）。

（３）会社ぞ圭法にるづき更に手続開始の申をてがなされている者又は民事再生法に

jiづき再ｔ手続開始の申１:てがなされている考（上記（２）の再認定を受けた者

を除く。）でないこと。

（４）　平成12年度な降に、元請けとして完成・り|ましが完丁した鉄筋コンクリート

ま又は鉄そ鉄筋コンクリートま２階Jス上かつ延べ面積400nigえ上の建物の新営ま

たは改修防水工事を施工した実績を有すること（共同を業体の構成員としての実

績は、出資え率が２０９もぶ上の場合のものにほる.）。経常せｎﾖ馬回を業体にあっ

ては、構成員のうち１者が上記の施工実績を有すること。
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（５）次に掲げるJi準を満たす主任技術者又はａＳ技術者をMI該工事に配置できるこ

と。経常せ設あ回企業体にあっては、各構成員が上記技術者をだ置できること。

①　二縦せ築施工管理技士（仕上げにほる）又はこれと回等以上の宍格を有する考

であること。

②　平成12年度以４に上お（４）に揚げる工事の経験を有する者であること。

③　監き技術者にあっては,Ｅミ技術者資ぢ者証及びＥを技術者講回ま了証を有す

る者であること。

（６）競争参加資格確認申鵠書（な下「申請書」という.）及び競争参加資格確認資れ（ぶ

下「資料」という.）の提ホ期限の日からＭ札の時までの期間に、ま立行政法人国立

高等専Pり学校機構又は文部科学省から「建Ｒ工事の請負契約に係る指名停止等の措

置要領」（７成１８年1120日Ｈけ　１７ズ科施第３４５そ　文教施な企圃部長Ｊ

加）に基づく指名停止を受けていないこと。

（７）ﾆた部科学省、所管独立行改法人及びｍ立大学法人等又は工事成績相jlを録発さ機

関が発注した建築―式工事のうち、平成２０年度、平成２１年度にＪ加を・けた工

事のた工実績がある場合においては、肖該工事に係る工事成績評定表の評定点合計

の各年度の平均が２年連続で、６０Ａ未満（「ぬ」t?せ築工事成績評定要領作成指針」

に基づく工事成績）でないこと。

（８）入札に参加しようとする者の間に資本Ｍ係又は人的関係がないこと（資本関係又

は人的関係がある者のすべてがまぢ回企業体の代表者以外の構成員である場合を除

く（人札説明書参照）.）。

（９）神縄県にせ設業法にまづく許可を有する本店、支店又は営業所が所在すること。

（１０）警察肖局から、暴力団員が実質MJに経営を文Ｒする珪Ｒ業者又はこれに準ずる

ものとして、文部科学省発注工事等からの排除要請があり、肖該状態が継続して

いる者でないこと。

（１１）誓お書の提ｍが可能であること。

３　入札手続等

（１）担肖部局

〒905-2192　沖縄県ネ護市辺Ｗ古905番地

沖縄工業高等専Ｍ学校総務課施Ｒ係

電話番号　0980-55-4023

（2）入札説回書の交付期問、場所及び方法

平成27年5j21日から平成27年6j 19日まで

〒905･2192　沖縄県あ護市ｍＦ古905番地

沖縄エ業高等専門学校総務課施設係

電話番号　0980-55-4023 1

入札説回書の交付に肖たっては無料とする。また図Ｓ等の交付に肖たっては、入

札説回書に回封する図面等購入申iム書に従って購入するものとする。

（３）　申請書及び資料の提出期間、場所及び方法 ‐ｉｌ
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平成27年5J121日から平成27年６ｊ２日

上記３（１）に『回じ。

電子入札システムにより、提けけること。ただし、発さ者の承諾を得た場合は持

参又は郵送等（言留郵便等のＥ達Ｅ録が残るものにｍる.）すること。

（４）入札及び開札の日時及び場所並びに入札書のをｍ方法

入札言は、平成27年6j22日15時00分までに、ｔ子入札システムにより、提

出すること。ただし、Ｒ注者の承諾を得た揚合は上記３（１）に持参すること（郵

送等による提出は認めない.）。

開札は、平成27年６が23日10Q00j　沖縄工業高等ＷＭ学校メディア棟２

階大会議室にて行う。

４　その他

（１）手続きにおいて使万1する言語Ｒび通貨　　日本語及び日本国jl貨にほる。

（２）入札保証金及び契約保証を

①入札保証を　免除。

②契ね保証を　め付。

（３）入札の無効　　本ぬ告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請書又は資

料にま偽の記載をした者のした入札Ｒび入札に関する条件に違反した入札は無効と

する。

（４）落札者の決定方き　　独立行ぽま人ｍ立高等専Ｍ学校機構会訃縦只|』第３６条の規

程にぶづいて作まされた予定価格のがほの範回内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、

その者により肖該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められ

るとき、又はその者と契約を締結することがぬｍな取り|の秩序をILすこととなるお

それがあって著しくぞ適肖であると認められるときは、予定ぞ格のＭｍの範回内の

価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とする

ことがある。

（５）配置予定監ミ技術者の確認　　落札者決定後、ＣＯＲＩＮＳ等によりＥ置予定の

Ｅを技術者等の専任制違反の事実が確認された場合、契約を結ばないことがある。

なお、種々の状Ｒからやむを得ないものとして承認された場合の外は、申請書の差

替えは認められない。

（６）契約書作成の要Ｗ　　要。

（７）　関連情報を入手するための照会き口　上記３（１）に回じ。

（８）一般競争参力口資格のＥ定を受けていない者の参加　　上記２（２）に掲げる一般

競争参加資格の認定を受けていない者も上記３（３）により串請書及び資料を提けj

することができるが、競争に参加するためには、開札の時において、肖該資格のあ

定を・け、かつ、競争参加資格の確認を受けていなければならない。

（10）独立行欧法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本

方お」（平成２２年1217日閣議決定）において、独立行欧ま人とー定の関５を有
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する法人と契約をする場合には、ｉ該法人への再就職の状Ｒ、当該法人との間の取

ﾘ|等の状況について情報をな開するなどの取組をぷめるとされている。

これにJぬづき、以下のとおり、肖機構との関Ｗに係る情報を当４構のホームペー

ジでな表するので、所Ｒの情報の肖方への提供Ｒび情報のぬ表にｎ意の上で、契ね

の締結を行うこと。

なお、契約の締結をもって回意されたものとする。

１）ぬ表の対象となる契約先

次のいずれにも該肖する契約先

①　肖機構において役員を経験した者（役員経験者）が再就職していること

又は牒長相肖職な上の４を経験した者（ほ長相肖職な上経験者）が役員、

顧Ｍ等として再就職していること

②　肖機構との９の取づ|高が、総売上高又は事業収入の３分の１ぶ上をどめ

ていること

２）ぬ表する情報

上記に該当する契約先について、契約ごとに、4あｎ役務等のあ称及び数ｔ、

契ね締結日、契め先の名ち、契め金額等と併せ、次に掲げる情報をぬ表する。

①　肖機構の役員経験者及び課長相肖職ぶ上経験者（肖機構ＯＢ）の人数、

職名及び肖機構における最終職ネ

②　当機構との間のれ51高

③　総売上高又は事業な人にrぢめる肖機構との開のれり|高の割合が、次のぼ

分のいずれかに該肖する回

３分の１以上２分の１未満、２分の１以上３分の２未満又は３分の２な上

④　一者応札又は一者応募である場合はその回

３）　肖機構に提供する情報

①　契約締結口日考点で在職している肖機構ＯＢに係る情報（人数、現在の職

名及び肖機構における最終職名等）

②　直その事業年度における総売上高又は事業な入及び尚機構との回のれり|

高

４）ぬ表日

契約締結日の翌日から起算して原加」として７２日な内（41に締結した契

約については原則として93日ぷ内）

（11）詳細は入札説明書による。
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